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 2019 年 4 月から順次施行となった「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」

などの、2021 年春における主要な改正点をご案内します。 

 

1. 障害者法定雇用率の引き上げ(3 月 1 日施行) 

民間企業における障がい者の法定雇用率が 2.2％→2.3％に引き上げられました。「障害者雇用促進法」

の 2018 年 4 月の改正で 2.3％に引き上げられていましたが、経過措置として 2.2％が適用されてきまし

た。経過措置の廃止予定は 2021 年 1 月でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響により 2021 年 3

月から実施となりました。 

詳しくは▶▶▶https//www.mhlw.go.jp/content/000694645.pdf 

 

2. 中小企業における「同一労働・同一賃金」の義務化(4 月 1 日施行) 

パートタイム・有期雇用労働法の施行により、中小企業における「同一労働・同一賃金」の適用がスタ

ートしました。雇用形態にかかわらず公正な待遇を確保する「同一労働・同一賃金」の考え方は、大企業

において 2020 年 4 月から適用済みですが、中小企業も新たに対象となりました。 

詳しくは▶▶▶https//www.mhlw.go.jp/content/11650000/000470304.pdf 

 

3. 中途採用比率の公表義務化(4 月 1 日施行) 

労働施策総合推進法の改正により、常時雇用労働者数が 301 人以上の大企業は、求職者等が容易に閲覧

できるかたちで、「直近の 3 事業年度の各年度について、採用した正規雇用労働者中途採用比率」を公表

がすることが必要となります。公表は、おおむね年に 1 回、公表した日を明らかにして、インターネット

の利用やその他の方法で行います。 

詳しくは▶▶▶https//www.mhlw.go.jp/content/11600000/000737262.pdf 

 

4. 70 歳までの就業機会の確保措置(4 月 1 日施行) 

高齢者雇用安定法が 8 年ぶりに改正され、これまでの 65 歳までの雇用確保措置(義務)に加え、70 歳

までの就業確保措置が努力義務として追加されました。 

詳しくは▶▶▶https//www.mhlw.go.jp/content/11600000/000694688.pdf 

 

事業主の皆様へ 

対応はお済みですか？～2021 年春の主要な法改正～ 



 

 

 

 

高槻市は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、事業継続に取り組む

皆様を応援します！ 

 

       条件 1 又は条件２のいずれかに該当する事業者 

【条件１】令和２年度にいずれかの給付金を受給している事業者 

① 高槻市中小企業等支援給付金 

② 高槻市事業者応援給付金 

③ 休業要請支援金（府・市町村共同支援金） 

 

【条件２】令和３年５月３１日までに市内に事業所を開設している中小企業信用保険法第２条に

規定されるもののうち、事業所得を有し、次のいずれかの要件を満たす事業者 

 〇令和２年７月１日以前に開業した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 〇令和 2 年 7 月 2 日以後に開業した場合 

 

 

 

 

 

 1事業者につき10万円(※1事業者1度限りとなります) 

 

          令和 3 年 5 月 31 日(月)～令和 3 年 8 月 31 日(火)17：15 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 1 月～7 月の 

いずれかの月 

減 少 

開業月の翌月 

★新型コロナウイルス感染症支援情報★ 

高槻市事業者応援緊急
・ ・

給付金のご案内(高槻市) 

 

開業月の翌々月～令和 3 年 7 月の 
いずれかの月 

令和２年 1 月～7 月の 

いずれかの月 

または 

平成 31 年 1 月～令和元年 7 月の 

いずれかの月 

支給対象者 

減 少 

同月の売
り上げを
比較して 

給付額 

受付期間 必着 

＊申請・お問い合わせ先＊ 

〒569-0067 高槻市桃園町 2-1 

高槻市役所 街にぎわい部 産業振興課 給付金チーム 

  

詳細は市 HP を 

ご覧ください→ 



 

 

 

 

 

 

 良質なテレワークを新規導入・実施することにより、労働者の人材確保や雇用管理改善等の観点

から効果を上げた中小企業事業主を支援します！ 

 

 

① 就業規則・労働協約・労使協定の作成・変更 

② 外部専門家によるコンサルティング 

③ テレワーク用通信機器の導入・運用 

④ 労務管理担当者に対する研修 

⑤ 労働者に対する研修 

 

 

テレワーク実施計画認定日以降、機器等導入助成の支給期間日まで 

※機器等導入助成の支給申請は、テレワーク実施計画認定日から起算して７か月以内に実施 

 

 

機器等導入助成：計画認定日から起算して６か月以内の連続する３か月 

        ※評価期間の始期は事業主が設定 

目 標 達 成 助 成：評価期間(機器導入助成)の初日から１年を経過した日から起算した３か月間 

支給額等は次のとおりです。 

助成対象となる取組 

助成対象となる取組の実施期間 

評価期間 

★新型コロナウイルス感染症支援情報★ 

人材確保等支援助成金のご案内 (厚生労働省) 

 



 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金について、申請対象期間が令和 3 年 6 月

末まで延長となりました。なお今回延長の対象となった 5 月・6 月分については、1 日あたり

の支給上限額が原則 9,900 円となります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府男女いきいき事業者表彰のお知らせ 

株式会社ウィット  業種：学術研究、専門・技術サービス業（広告代理、デザイン制作等） 

第３回 男女いきいき事業者表彰 男女いきいき優秀賞受賞 

○男女差のない採用や人材育成、人事評価を行うことで、正社員の女性の採用 

人数は３年連続で男性の採用人数を上回り、多くの女性が活躍（女性採用数 

／男性採用数）：平成 28 年度 1.4 人 平成 29 年度 1.2 人 平成 30 年度 

1.7 人。リーダー職（係長級）以上の女性の割合：75％ 

○男性従業員の育休取得促進の周知・啓蒙により、家庭と仕事の両立を応援す 

る風土を醸成。男性従業員１人が２回の育児休業を取得 

○家庭と仕事の両立支援のため、企業主導型保育所と契約し、当該保育所に入 

所した場合、保育料を会社が半額負担する制度や、短時間勤務制度、18 時 

以降の残業依頼がない限定正社員制度を導入 

○育児休業から復職する社員の活動支援として、「面談」「育児休業中に社内情報にアクセスできる環境の整備」等、育児休業

中の職場とのつながりとキャリアの継続をサポートする環境を整備（育児休業取得率・復職率 100％ ※復職率について

は、遠方への引越しでやむを得ず退職した社員１人を除く） 

○「テレワーク（在宅勤務）」を整備・導入し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方を実践 

 

 

大阪府では、性別に関わらず全ての人が持てる力を存分に発揮し、あらゆる分野で活躍できる元気な大阪を実現するため、

女性活躍推進に積極的に取り組む事業者の皆さんを表彰する「男女いきいき事業者表彰」を実施しています。 高槻市では、

株式会社ウィット（城北町１丁目 14-17 501 号）が受賞しています。男女共同参画社会の更なる推進のため、ぜひ本制度

をご活用ください。【お問い合わせ先 大阪府男女参画・府民協働課 電話 06-6210-9321】 

 

お問い合わせ先 

～次回のワーキングニュースは令和３年８月２５日発行予定です～ 

★新型コロナウイルス感染症支援情報★ 

休業支援金・給付金の延長について (厚生労働省) 

 


